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チリの貿易自由化政策と相互主義戦略＊
道 下 仁 朗＊＊
１ は じ め に
チリは１９７４年以来，８０年代の一時期を除いて，一貫して片務的な貿易自由
化を進めてきた。１９７３年末には最高で７５０パーセント，平均で１０５パーセン
トあった関税率も，１９７９年には平均で１０パーセントにまで引き下げられてい
る。８０年代の債務危機において一時的に関税率が引き上げられたものの，８５
年からは再び引き下げられた。１９９８年からは年率１パーセントの引き下げを
決定し，２００３年１月時点の単一関税率は６パーセントとなっている。
一方でチリは，１９９０年から自由貿易協定による相互主義的な政策も採用し
始めた。民政移管後のこの政策転換に関しては幾つかの理由が考えられている
が，その一つに，一方的自由化だけでは相手国の自由化を促すことができない
との考えから，貿易交渉を通じて相手国の市場開放を求める政策を付加しよう
とした，というものがある。
片務的な貿易自由化を永年に渡って進めてきたこと，そして，その後の各政
権が自由化を放棄しなかったことは，各政権において意図されたものではない
ものの，自由貿易協定を相手国にオファーする，すなわち貿易相手国に保護水
準を引き下げさせる上で有効な「評判（reputation）」効果を生んだものと考え
＊ 本稿は，ラテン・アメリカ政経学会第３９回全国大会（西南学院大学，２００２年１１月１０日）
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られる。また，自由化によって引き下げられた関税率が結果的に貿易相手国の
関税率を下回り，貿易交渉を行うための有効な武器となったことも考えられる。
本稿は，１９５０年代から今日に至るまでの，チリの貿易政策を概観し，特に
１９７４年以降の貿易自由化政策と，１９９０年以降の相互主義戦略が，チリの経済
成長にどのような効果をもたらしたかについて，若干の理論的な解釈を試みた
うえで，総合的に評価することを目的としている。具体的には，チリは，短期
的には関税率引き下げが自国の社会厚生を低下させるにも拘らず，長期的には
関税率引き下げが先進国の関税率引き下げをもたらし，先進国市場の開放によ
る自国厚生の改善をもたらすために，関税率引き下げ戦略を取り続けることが
望ましい戦略であると解釈することが可能である。一方，先進国はチリが関税
率を自国よりも引き下げた場合に，短期的には自国の関税率を引き下げずに自
国厚生を維持するよりも，自国関税率の引き下げによってチリに一層の自由化
を進めさせることで，自国厚生を改善できるといえる。
したがって，チリは貿易自由化を一貫して実施し続けたことが，先進国との
地域貿易協定締結に大きな役割を演じ，片務的自由化よりも大きな経済厚生を
達成することができたと考えられる。
本稿の構成は次の通りである。第２節において，１９５０年から１９９０年までの
チリの貿易自由化政策と相互主義戦略を概観する。第３節においては，１９９０
年からの貿易政策を概観し，長期的な観点から片務的貿易自由化政策が相互主
義戦略にいかなる効果をもたらしたのかについて述べる。第４節では結論を導
く。
２ １９９０年までの貿易自由化の経緯
チリは，１９９０年までは，貿易自由化と保護貿易への傾斜を頻繁に繰り返し
た。これは，当時のラテン・アメリカ諸国に比べて，特に際だつ特徴ではない。
しかしながら，１９７４年以降の貿易自由化は，軍事政権の下で実施されたとい
う特徴はあるものの，広範囲かつ長期的に継続したために，チリの経済成長に
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何らかの一定の効果をもたらしたと考えることができる。また，その直前のア
ジェンデ政権の下で行われた極端な保護貿易政策との対比においても，比較検
討を必要とするケースといえる。
そこで，この節では，１９５０年から１９９０年までのチリの貿易政策に関して，
アジェンデ政権までの前半と，ピノチェト政権以降の後半に分け，それぞれの
時期における貿易政策の特色を述べる。
２．１ １９５０～１９７３年：保護貿易と自由化
チリは，１９５０年から１９７０年までの間に，断続的に貿易政策の自由化の試み
を行っている。しかしながら，いずれの政策改革も，国内の保護貿易支持勢力
の圧力や，当時の政治状況によって成果を上げることなく終了している。貿易
自由化政策が実施されたのは，１９５６年・１９５９年・１９６８年の３回であり，その
間は保護貿易に傾斜している。
２．１．１ １９５６年
１９５０～７０年は，慢性的なインフレーションと低成長，幾度かの対外支払危
機に苦しんだ時期である。そのような状況の中で，１９５３年に就任したカルロ
ス・イバニェス（Carlos Ibáñez）大統領は，５５年の年率８０パーセントにも及ぶ
インフレーションに対処するため，安定化プログラムを実行することにした。
この安定化プログラムは，財政・金融・労働・価格政策と多岐にわたるが，
貿易政策に関しては，自由化の方向で政策が立案された。基本的な目的として
は，輸入制限の方法を，それまで主に用いられた数量制限から価格システムに
置き換えるというもので， 多重為替レート制度を，単一為替レートシステム
に変更する，数量制限を廃し，輸入許可リスト（listas de importaciones
permitidas）（事前許可制）と事前保証金（depósitos previos）制度（輸入保証金
制度）に置き換える，１）輸入関税率を「リーズナブルな」水準に固定する，
輸出割当を廃止する，というものであった。
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しかしながら，安定化プログラム自体の失敗とそれによる経済問題が，イバ
ニェス政権を支える右派連合の不支持を生み，５８年に迫る大統領選挙への思
惑もあって，貿易自由化は完全には実行されなかった。
２．１．２ １９５９年
１９５８年に就任したホルヘ・アレッサンドリ（Jorge Alessandri）大統領は，中
道左派の急進民主党の協力を受け，再びインフレーション対策としての安定化
プログラムを実施することを決めた。前政権のクライン・サックスプログラム
を踏襲し，インフレ鎮静化と所得分配の平等化に努めた。
この時期の貿易自由化の進展に関しては，Hachetteによって，名目関税率・
特別レジーム・禁止項目・事前保証金・追加的義務・行政指導などの規制措置
によって輸入に課せられるコストの合計として，「陰関税率（implicit tariff）」
という指標で示されている（表１）。２）１９５９年の工業製品の平均陰関税率が１５１
パーセントだったのに対し，翌６０年には１０２パーセントに低下している。し
かしながら，翌６１年には再び１３５パーセントと上昇しているうえ，陰関税率
の低下が見られたのは工業品のみであり，農業品や鉱業品に関しては顕著な自
由化が見られない。
しかしながら，この貿易自由化政策は，貿易赤字の拡大とそれによる為替レ
ートの不安定，資本逃避によって継続不可能となった。アレッサンドリ政権は，
インフレ圧力と安定化プログラムの破綻を避けるために，輸入許可リストの品
目削減と事前保証金率の引き上げによって，事実上，保護政策に転換した。
１）輸入許可リストに記載された商品であれば，事前供託金を支払うことによって自由に輸
入ができるという制度で，１９５６年のプログラム導入当初は５３０品目が記載され，保証金の
率は５～５０パーセントのグループと，１００～２００パーセントのグループに分けられていた。
その後，１９５９年から６０年までの間に品目は増やされたが，１０，０００パーセントに達する保
証金率が課せられた品目も現れ，事実上の輸入禁止措置となっている。１９６１年には２，００３
品目となり，そのうちの８９パーセントは保証金率ゼロであったが，費用に等しい関税に
置き換えられた。
２）De la Cuadra and Hachette（１９９１）, p.２０４.
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２．１．３ １９６８年
１９６４年に就任したエドゥアルド・フレイ・モンタルバ（Eduardo Frei
Montalva）大統領によって，１９６８年に貿易自由化政策が試みられたが，自由
化というよりはむしろ「合理化（racionalización）」ともいうべきものであった。
内容としては， 事前保証金をそれに等しい関税に置き換える，中間財およ
び資本財の関税率を引き下げる，ドロウ・バック（戻し税）制度の創設によっ
て，輸出業者に対する風当たりを弱くする，というものであった。
しかしながら，この時期の主要な政策目標がインフレの鎮静化だったことも
あり，為替政策と貿易政策との間で，不整合がしばしば発生した。また，いく
つかの産業で実行関税率が上昇するなどの結果を生み，アジェンデ政権への交
代によって，この自由化政策は効果を挙げることなく終わった。
２．１．４ １９７０～７３年：社会主義政権下の保護主義
１９７０年から７３年までチリを運営したサルバドル・アジェンデ（Salvador
Allende G.）による社会主義政権（Unidad Popular）は，銅採掘の国有化，社会
保障制度の強化，最低賃金の引き上げなどの社会・経済改革を行った。貿易政
策に関しては，それまでの複数回に渡る貿易自由化の努力を無にするだけでな
く，国内産業保護のための大幅な輸入制限をこれまで以上に課した。
１９５９年 １９６０年 １９６１年
部門 上下幅 平均 上下幅 平均 上下幅 平均
農業 n. d. ４７ n. d. ４２ n. d. ４８
鉱業 ０－６６ ２６ ０－６６ ２５ ０－６６ ２６
工業 ５３－３０３ １５１ ３２－２４８ １０２ ５２－２８６ １３５
表１ １９５９年から１９６１年までの陰関税率
n. d.：不明
出所：De la Cuadra and Hachette（１９９１）
チリの貿易自由化政策と相互主義戦略 ５
具体的には，アジェンデ政権がクーデターによって覆される１９７３年９月の
時点で，輸入関税率は品目によって０パーセントから７５０パーセントまで課せ
られ，平均実行関税率は１０５パーセントに達していた。また，全輸入品目の
３．６パーセントが輸入禁止となり，５６パーセントの品目に１０，０００パーセント
の事前保証金率が課せられ，実質的な輸入禁止措置となった。したがって，全
品目の２／３の品目に実質的な輸入制限が課せられていたことになる。
しかしながら，極端な介入的政権運営により，インフレーションの激化，経
常収支の悪化，外貨準備不足に直面し，アジェンデ政権は，１９７３年９月１１日
に，軍事クーデターによって崩壊した。
２．２ １９７４～８９年：片務的貿易自由化
アジェンデ政権を倒したのは，アウグスト・ピノチェト（Augusto Pinochet）
将軍であり，その後１９９０年まで軍事政権を率いて，経済自由化政策を推し進
めた。この期間に行われた経済改革は様々な分野に渡るが，通商分野において
実施された改革は，徹底的な貿易自由化政策である。具体的には，実行関税率
が１９７５年１月に平均５７パーセント（最高で１２０パーセント）の水準に引き下
げられ，さらに１９７７年８月には平均で１９．８パーセント（最高で３５パーセン
ト）にまで引き下げられている。そして，１９７９年７月の段階で，最高関税率
（Arancel máximo）・単一関税率（Arancel modal）が１０パーセントに引き下げ
られ，この関税率が適用される品目の全品目にしめる割合は９９．５パーセント
となり，原則的にほぼすべての輸入財に適用されることとなった。
その後，１９８２年の債務危機によって，一時的に自由化政策を放棄せざるを
得ず，１９８３年３月には２０パーセント，８４年９月には３５パーセントに引き上
げられた。しかしながら，８５年３月に３０パーセント，同年６月に２０パーセ
ントと，関税率は再び引き下げられ始め，結局，軍事政権末期の１９８８年１月
にはともに１５パーセントにまで引き下げられた。
片務的な貿易自由化政策が一貫して実施された７４～８９年までの経済成長率
６ 松山大学論集 第１６巻 第５号
は，７７～８１年までで平均７．５パーセント，８４～８９年においても平均６．６パー
セントとなっており，他の経済改革とともに，貿易自由化がチリ経済を牽引す
る役割の一部を果たしたとも考えられている（表２）。
３ １９９０年からの相互主義戦略
１９８８年の国民投票によるピノチェト大統領の不信任と，続く１９８９年の大統
領選挙によって，チリは１９９０年に民政移管を果たした。パトリシオ・エイル
ウィン（Patricio Aylwin）大統領による中道左派政権は，前政権の貿易自由化
年 １９７４ ７５ ７６ ７７ ７８ ７９ ８０ ８１ ８２ ８３
GDP成長率（％） １．０ －１３．３ ３．２ ８．３ ７．８ ７．１ ７．７ ６．７ －１３．４－３．５
年 １９８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１ ９２ ９３
GDP成長率（％） ６．１ ３．５ ５．６ ６．６ ７．３ １０．６ ３．７ ８．０ １２．３ ７．０
年 １９９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９
GDP成長率（％） ５．７ １０．６ ７．４ ７．４ ３．９ －１．１
図１ チリ平均関税率の推移（１９７３～２００１年）
出所：Hachette（２０００），Agosin（２００１）より。
表２ チリのGDP成長率（１９７４～９９年）
出所：Larrain and Vergara（２０００）.
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政策を引き継がないとの事前の予測に反して，貿易自由化政策を放棄せず，さ
らに関税率を引き下げる決定を行った。しかしながら，前政権の政策をそのま
ま継承するのではなく，新たに相互主義戦略を加えた。すなわち，近隣諸国や
先進国との二国間自由貿易協定の締結である。
この節では，１９９０年以降のチリの貿易政策について概観し，新たに相互主
義戦略を加えた意義について，若干の理論的な解釈を試みる。
３．１ 相互主義戦略導入の経緯と現状
上に述べたように，エイルウィン政権は，前政権の貿易自由化政策を継承し
た。具体的には，１９９１年１月には，１５パーセントの単一関税率を１１パーセン
トに引き下げた。また，１９９９年より単一関税率を年１パーセントずつ引き下
げる決定が次のフレイ政権で決定され，２００３年には単一関税率が６パーセン
トに達した。
このように，チリは一貫して貿易自由化政策を推進してきたが，エイルウィ
ン新政権は単に片務的な貿易自由化を進めるのみならず，新たな貿易戦略とし
て「相互主義戦略」を打ち出した。つまりエイルウィン政権は，自由貿易協定
の締結による貿易自由化を新戦略として打ち出し，積極的に自由貿易協定を周
辺国や先進国と締結することを目指したのである（表３参照）。３）
具体的には，まずはじめに，ラテンアメリカ統合連合（ALADI）の枠組み
の中でメキシコとの経済補完協定（Acuerdo de Complementación Económica :
ACE）が締結された。４）その後，ラテンアメリカ各国と経済補完協定を締結し，
さらにカナダとは自由貿易協定を９７年に締結している。最近では，欧州連合
（EU）との自由貿易協定に関する交渉が２００２年４月２６日に合意に達し，２００３
年２月１日に，通商関連条項のみについて発効した。アメリカ合衆国との自由
３）１９９２年以降１９９９年まで最高関税率および単一関税率の引き下げは行われなかったもの
の，新政権の新戦略によって，この時期の平均関税率は実質的に低下している。
４）メキシコとは，１９９９年８月１日に NAFTAタイプの包括的な自由貿易協定を締結してい
る。
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貿易協定については，２００４年４月１日に発効している。
また，アジア諸国との初の自由貿易協定となる，韓国との自由貿易協定
は，２００２年１０月２４日に妥結し，両国の国会の批准を経て，２００４年４月１日
に発効した。５）さらに，２００４年１１月にチリで開催されたアジア太平洋経済協力
会議（APEC）の期間中に，チリと中国が FTA交渉に入ることで合意し，アジ
５）ただし，協定の批准にあたっては，韓国国内において反対運動が起こり，批准が大幅に
遅れた経緯がある（日本経済新聞２００４年２月１７日）。韓国にとっては，チリが初めての
自由貿易協定相手国となる。
協定締結国・地域 発効年月日 主な内容
ア ル ゼ ン チ ン １９９１年８月１日 経済補完協定（ACE №１６）
メ キ シ コ １９９２年１月１日 経済補完協定（ACE №１７）
ベ ネ ズ エ ラ １９９３年７月１日 経済補完協定（ACE №２３）
ボ リ ビ ア １９９３年４月６日 経済補完協定（ACE №２２）
コ ロ ン ビ ア １９９４年１月１日 経済補完協定（ACE №２４）
エ ク ア ド ル １９９５年１月１日 経済補完協定（ACE №３２）
南米南部共同市場
（MERCOSUR） １９９６年１０月１日 経済補完協定（ACE №３５）
カ ナ ダ １９９７年７月５日
自由貿易協定，自由貿易協議会，
環境協力協定，労働協力協定
ペ ル ー １９９８年７月１日 経済補完協定（ACE №３８）
メ キ シ コ １９９９年８月１日 自由貿易協定
欧州連合（UE） ２００３年２月１日 通商関連条項のみ
中 米 １９９９年１０月１８日調印 ３ヶ国との間で関税免除
キ ュ ー バ １９９８年８月交渉，未発効 部 分 協 定（Acuerdo de AlcanceParcial）（未発効）
韓 国 ２００４年４月１日 自由貿易協定
アメリカ合衆国 ２００４年１月１日 自由貿易協定
EFTA ２００３年６月２６日調印 自由貿易協定
中 国 交渉開始で合意
表３ 相互協定の経緯
出所：Hachette（２０００），西島・細野（２００２），細野（１９９５），JETROHPより，筆者作成。
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ア諸国との二つめの協定となる可能性が出てきている。６）
３．２ 相互主義戦略の背景と解釈
ところで，１９９０年代初頭のエイルウィン政権によるこの政策転換について
はいくつかの理由が推測されている。Hachetteによれば，
・貿易ブロックに取り残されることへの不安，
・債務危機によって一旦取り残されていた世界経済に「再加入」するための，
政治的な必要性，
・前政権の政策に対し，何らかの「差別化」を見いだす意図，
・貿易交渉における目的のために行った政治的支持の探求の結果，
・前政権が行った貿易自由化という「遺産」を失うことの不安
などが理由として挙げられるとしている。７）また，西島・細野（２００２）によると，
前政権が軍事政権ゆえに外交的に孤立していた状況を打破する必要があったこ
と，また，片務的貿易自由化のみでは他国の市場アクセスを改善できなかった
ことを理由として挙げている。８）さらに，Sáezは次のような点を主張している。
チリのような「開かれた小国」が相互主義戦略を採用することは，まず，チリ
の企業の海外直接投資を促進し，それに付随するサービスの輸出を促進・保護
する役割を持っている。また，アンチ・ダンピングの適用を回避する目的も含
んでいる。ダンピング認定は，自国の企業を保護するために行われる行政的な
措置であり，このような保護を多角的な貿易機関で交渉するには，極めて大き
な困難を伴う。したがって，二国間の貿易協定の枠内で協議を行うことが効果
的である，というものである。また，他の地域ブロックの形成がチリに生じさ
せる貿易転換効果と，それによる輸出競争力の低下を防ぐためにも，二国間の
貿易協定は一定の役割を持つものと主張している。９）
６）日本経済新聞，「中国・チリ，FTA交渉へ」２００４年１１月２０日。
７）Hachette（２０００）, p.３２０.
８）西島・細野（２００２），p.１２１。
９）Sáez（１９９９）.
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また，Ffrench-Davis（２０００）は，「継続のなかの変化」を試みたとしている。１０）
これまでのラテンアメリカ諸国の経験から，政権交代によって新政権の支持層
に対する手厚い所得再分配政策が急激に実施される傾向が一般的で，軍事政権
から中道左派政権に移行したチリでは，特にその傾向が現れやすいと考えられ
たが，エイルウィン政権は，ピノチェト政権の自由化政策に一定の評価を行い，
主としてマクロ経済政策や貿易政策に関しては，前政権をほぼ継承した。その
うえで，社会政策を充実させるという方策をとったのである。この文脈におけ
る相互主義戦略の解釈は，片務的な貿易自由化が，チリの競争力を上げたとい
うプラスの側面を評価し，自由化政策を継承したことに対し，競争の激化によ
る所得格差の拡大に対しては，相互主義戦略によって，相手国にも貿易障壁を
撤廃させ，さらに輸出競争力を強化することによって，所得分配の格差を是正
する役割を持たせようとしたというものである。
ただ，いずれにしろ，エイルウィン政権とその後の各政権がとってきた相互
主義戦略に関して，それ以前の片務的貿易自由化政策がどのような役割を果た
したかという点については特に触れらていない。しかしながら，チリのみなら
ず他のラテンアメリカ諸国も同様の相互主義戦略をとり，各国との貿易交渉に
臨んでいるが，必ずしもスムーズに交渉が進んでいるわけではない。一方で，
チリが次々に先進国との自由貿易協定交渉の合意に達しているということは，
チリの現在の経済状況が重視されているのはもちろんだが，過去の履歴とし
て，営々と片務的貿易自由化政策をとり続けてきたこともその理由の一つとし
て考えられるべきであろう。つまり，チリが一方的な貿易自由化を永年に渡っ
て進めてきたこと，そして，その後の各政権が自由化を放棄しなかったことは，
各政権において意図されたものではないにもかかわらず，地域貿易協定を相手
国にオファーする上で有効な「評判（reputation）」効果を生み，貿易自由化の
１０）Ffrenchi-Davis（２０００）, p.１５８.
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実績そのものが資産としての働きをなしたと考えることができよう。そして，
継続的な貿易自由化によって引き下げられた関税率が結果的に相手国の関税率
を下回り，貿易交渉を行うための有効な武器となったことも考えられる。
このような「評判」を分析する方法としては，ゲーム論のフレームワークに
よって解釈が可能である。具体的には，完備情報下における繰り返しゲームに
よって分析できる。１１）この場合，成分ゲームの繰り返しにおける協調行動の履
歴が，相手プレイヤーの協調行動を引き起こすという意味での「評判」の効果
となり，反対に非協調行動の履歴が相手の協調を引き出さないという意味で，
一種の懲罰になりえる。
ここで想定される状況とは，当初，チリは極めて高い関税率を維持している
が，もしこの関税率を継続的に引き下げ，先進国の関税率を下回る状況になっ
た場合，先進国の関税率引き下げを引き出すことができるというものである。
もし，チリが関税率を引き下げ続けなければ，先進国の関税率引き下げを引き
出すことができない。一方，先進国はチリの関税率引き下げが自国のそれを下
回ったときに，自らの関税率をも引き下げを開始することで，チリの引き下げ
を継続させるインセンティヴを与えることになる。もし，チリの引き下げに対
して自らの引き下げという対応を行わなければ，チリはその後の引き下げを放
棄してしまうので，先進国は関税率の引き下げをせざるを得ない。
４ 結 語
本稿では，１９７４年以降のチリの貿易政策について，片務的自由化政策の時
期と相互主義戦略を付加した時期の経緯について概観するとともに，チリが
とってきた自由化政策が，結果的に先進国との地域貿易協定締結に対する
reputation効果をもたらしていた可能性について述べた。すなわち，１９７４年以
来のチリの片務的関税引き下げが，現在の自由貿易協定の交渉においてある種
１１）この分析の詳細については，道下（２００２）参照。
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の評判，あるいは資産としての働きを持っていると考えられる。そのためには，
チリ自身も先進国の関税率引き下げを引き出すような戦略プログラムの採用が
必要となる。また先進国も，チリの関税引き下げ政策を放棄させないための自
身の引き下げ戦略を要する。
このことは，ある種の政策インプリケーションを導き出す。すなわち，高保
護下にある発展途上国が，自由貿易協定などの地域主義・相互主義に参加し，
その利益を享受するためには，貿易自由化政策を採用し維持し続けるという政
策スタンスを示す必要があり，そのためにはまず自らが片務的自由化を進めな
ければならないということである。一方で，先進国側も貿易自由化政策を継続
している国に対しては，それを支持し，継続させるためのインセンティヴを準
備しなければならない。先進各国が自由貿易を進める上では必要となるメカニ
ズムと言える。
しかしながら，片務的な貿易自由化を採用し続けることは，それ自体が成長
に結びつく何らかのメカニズムを有しない限り，国内経済主体の支持を維持す
ることは難しいであろう。実際，チリが１９７４年以来貿易自由化政策を継続で
きたのも，当時の政権が軍事政権であったことと無関係ではない。８９年の民
政移管によって相互主義戦略を採用したのも，国内支持勢力に対する配慮の一
環であったことは想像に難くない。この点において，本稿で述べたことが必ず
しも現実の状況に適用されるとは限らない。しかしながら，民政移管後におい
ても，各政権が一層の関税率引き下げを採用したことは，彼らが前政権に関税
引き下げという「資産」を捨てられなかったことを意味しているうえに，自ら
の支持勢力に利益をもたらす先進国の関税引き下げを引き出すために，自らの
関税引き下げを継続したと解釈することも可能と思われる。
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